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はじめに   

本報告は、各公的年金制度の平成16年の財政再計算に関し、安定性及び公平  

性の観点から、検証した結果を示したものである。   

厚生労働省社会保障審議会年金数理部会は、平成13年3月の閣議決定「公的  

年金制度の一元化について」等の要請を受け、「被用者年金制度の安定性及び公  

平性の確保に関し、財政再計算時における検証及び毎年度の報告を求めること」、  

「被用者年金制度の一元化の具体的な措置が講じられる際の具体的な費用負担  

の在り方等について年金数理的な観点からの検討及び検証」などを行うため設  

置された。   

前回の平成11年に行われた財政再計算については、旧総理府社会保障制度審  

議会年金数理部会（旧年金数理部会）が検証を行っている。 また、旧年金数理  

部会では、それまでの財政再計算についても、その結果について各制度所管省  

及び保険者から結果を聴取している。   

今回の検証は、現在の年金数理部会になって初めてのものであり、また、大  

きな制度改正の後の財政再計算に関する検証である。そのため、財政再計算の  

基となる基礎数・基礎率やその計算方法、及び財政再計算の前提を様々に変更  

した場合の試算や今回の制度改正の影響等についても分析を加え、各制度の財  

政再計算の全容をできるだけ理解できるように配慮した。   

本報告書での分析やデータが、今後の年金制度の財政の安定性及び公平性の  

確保に寄与するとともに、→元化をはじめとする公的年金制度改正の検討に資  

すれば幸いである。  
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